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貸 借 対 照 表 

(2023年８月31日現在) 

  
(単位：千円) 

科目 金額 科目 金額 

(資産の部)   (負債の部)   

   流動資産 3,930,250  流動負債 3,035,268 

     現金及び預金 1,090,567    電子記録債務 150,565 

     売掛金 150,838    買掛金 795,211 

     商品 2,181,730    短期借入金 1,131,250 

     貯蔵品 25,907    １年以内償還予定の社債 148,000 

     前払費用 36,057    １年以内返済予定の長期借入金 499,260 

     未収入金 411,028    未払金 192,435 

     その他 39,244    未払法人税等 3,937 

     貸倒引当金 △5,123    未払消費税等 26,925 

     預り金 18,150 

   固定資産 1,941,308    賞与引当金 32,380 

     有形固定資産 1,804,917    資産除去債務 22,230 

       建物 1,484,201    その他 14,920 

       構築物 354,324  固定負債 2,064,270 

       機械装置 291,130    社債 242,000 

       車両運搬具 248,013    長期借入金 1,526,051 

       器具及び備品 639,281    繰延税金負債 87,134 

       土地 648,751    退職給付引当金 26,359 

    建設仮勘定 43,598    資産除去債務 173,217 

       減価償却累計額 △1,904,384    その他 9,507 

      負債合計 5,099,538 

     無形固定資産 29,631 (純資産の部)   

       借地権 9,535  株主資本 772,019 

       ソフトウエア 20,046    資本金 30,000 

       その他 49    資本剰余金 66,000 

         資本準備金 66,000 

     投資その他の資産 106,759    利益剰余金 676,019 

       長期前払費用 1,644      利益準備金 5,968 

       差入保証金 103,295      その他利益剰余金 670,051 

       その他 1,820       特別償却準備金 26,848 

        繰越利益剰余金 643,202 

      純資産合計 772,019 

   資産合計 5,871,558    負債純資産合計 5,871,558 
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損益計算書（2022年９月１日から2023年８月31日まで） 

  
（単位：千円） 

科目 金額 

 売上高   12,824,236 

 売上原価   10,135,686 

   売上総利益   2,688,550 

 販売費及び一般管理費   2,466,478 

   営業利益   222,072 

 営業外収益     

   手数料収入 4,956   

   駐車場収入 10,414   

   雑収入 11,645   

   その他 91 27,108 

 営業外費用     

   支払利息 29,491   

   その他 2,006 31,497 

   経常利益   217,683 

 特別利益     

   移転補償金 185,584   

   固定資産売却益 3,814 189,398 

 特別損失     

   固定資産除去損 0   

   減損損失 24,841   

   貸倒損失 3,550 28,391 

   税引前当期純利益   378,690 

   法人税、住民税及び事業税  62,914   

   法人税等調整額 66,347   

   当期純利益   249,428 
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株主資本等変動計算書（2022年９月１日から2023年８月31日まで） 

     
（単位：千円） 

  

株主資本 

資本金 

資本 

剰余金 

利益 

剰余金 

資本 

準備金 

資本 

剰余金 

合計 

利益 

準備金 

その他 

利益剰余金 

特別 

償却 

準備金 

繰越 

利益 

剰余金 

2022年９月１日残高 30,000 66,000 66,000 5,968 35,798 413,624 

 事業年度中の変動額             

   剰余金の配当           △28,800 

   当期純利益           249,428 

   特別償却準備金 

  の取崩 
        △8,949 8,949 

 事業年度中の変動額合計 ― ― ― ― △8,949 229,578 

2023年８月31日残高 30,000 66,000 66,000 5,968 26,848 643,202 

       

       

  

株主資本 

純資産 

合計 

   
利益 

剰余金 
株主資本 

合計 

   

利益 

剰余金 

合計 

   

   

2022年９月１日残高 455,390 551,390 551,390 
   

 事業年度中の変動額       
   

   剰余金の配当 △28,800 △28,800 △28,800 
   

   当期純利益 249,428 249,428 249,428 
   

   特別償却準備金 

  の取崩 
― ― ― 

   

 事業年度中の変動額合計 220,628 220,628 220,628 
   

2023年８月31日残高 676,019 772,019 772,019 
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個 別 注 記 表 

 

（重要な会計方針に係る事項に関する注記） 

１．棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品 総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下による簿価切下げの方法） 

  

２．固定資産の減価償却の方法 

（１）有形固定資産（リース資産を除く） 

定率法（ただし、1998 年 ４月 1 日以降に取得した建物（建物附属設備を除く）並びに 20

16 年 ４月１ 日以降に取得した建物附属設備及び構築物は定額法）を採用しております。 

なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

建物         ３～34年 

構築物       ８～40年 

機械装置      ２～17年 

車両運搬具     ２～７年 

器具及び備品    ２～20年 

 

（２）無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、主な耐用年数は次の通りであります。 

ソフトウエア    ５年 

  

３．引当金の計上基準 

（１）貸倒引当金 

売上債権等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回収不能見込額を計上しております。 

 

（２）賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、支給見込額に基づき当事業年度に見合う分を計上

しております。 

 

（３）退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務の見込額に基づき計上

しております。退職給付引当金及び退職給付費用の計算に、退職給付に係る期末自己都合要支

給額を退職給付債務とする方法を用いた簡便法を適用しております。 

   

４． 収益及び費用の計上基準 

当社の顧客との契約から生じる収益に関する主要な事業における主な履行義務の内容及び当該

履行義務を充足する通常の時点（収益を認識する通常の時点）は以下の通りであります。 

（１）商品の販売に係る収益認識 

当社は農業関連資材、農業生産物、食料品等の小売業を主な事業としており、顧客との契約

から生じる収益は、主に店舗販売やインターネット販売等における商品売上からなります。 

 これらの収益は、商品を顧客に引渡した時点で履行義務が充足されると判断し、当該時点で

収益を認識しております。 

 

５．その他計算書類作成のための基礎となる事項 

消費税等の会計処理 

   消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。 
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（収益認識に関する注記） 

１．顧客との契約から生じる収益を分解した情報  

当社は、アグリソリューション事業の単一セグメントであり、顧客との契約から生じる収益、

計上時期等は概ね単一であることから、収益を分解した情報の重要性が乏しいため、記載を省

略しております。   

  

２．顧客との契約から生じる収益を理解するための基礎となる情報  

収益を理解するための基礎となる情報は「（重要な会計方針）４．収益及び費用の計上基

準 」に記載の通りです。 

 

３．顧客との契約に基づく履行義務の充足と当該契約から生じるキャッシュ・フローとの関係並び

に当事業年度末において存在する顧客との契約から翌事業年度以降に認識すると見込まれる収

益の金額及び時期に関する情報                   

 （単位：千円） 

 当事業年度 

顧客との契約から生じた債権（期首残高） 123,265 

顧客との契約から生じた債権（期末残高） 150,838 

  

 

（会計上の見積りに関する注記） 

（固定資産の減損）   

（１）当事業年度の計算書類に計上した固定資産の額(建設仮勘定除く)  

       （単位：千円） 

 当事業年度 

有形固定資産 1,761,319 

無形固定資産 29,631 

減損損失 24,841 

  

（２）識別した項目に係る重要な会計上の見積りの内容に関する情報 

  ①当事業年度の計算書類に計上した金額の算出方法 

    当社は、減損損失を認識するにあたり、独立したキャッシュ・フローを生み出す最

小の単位を、営業店舗ほか販売機能を有する事業所としております。 

    業績の悪化が認められる営業店舗等や閉店・移転のため当該営業店舗等から独立し

たキャッシュ・フローが得られないことが見込まれているなど、減損の兆候があると

判断した場合、当該店舗等から得られる割引前将来キャッシュ・フローの総額と帳簿

価額の比較により、減損損失を認識するかどうかの検討をしております。 

②主要な仮定 

    当社では、取締役会で承認した年間予算をベースに、その構成要素である営業店舗

ほか販売機能を有する事業所固有の事情を勘案し、割引前将来キャッシュ・フローを

見積もっております。 

③翌事業年度の計算書類に与える影響 

    上述の見積りには不確実性があり、事業計画や市場環境の変化により、見積りの前

提とした条件に変更が生じた場合、翌事業年度以降の計算書類に重要な影響を与える

可能性があります。 
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（会計方針の変更） 

（時価の算定に関する会計基準等の適用） 

「時価の算定に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準第31号 2021年６月17日。以

下「時価算定会計基準適用指針」という。）を当事業年度の期首から適用し、時価算定会計

基準適用指針第27-２項に定める経過的な取扱いに従って、時価算定会計基準適用指針が定

める新たな会計方針を、将来にわたって適用することとしております。この変更による財務

諸表に与える影響はありません。 

 

（貸借対照表に関する注記） 

１．担保に供している資産及び担保に係る債務 

(１)担保に供している資産 

建 物 80,162 千円 

土 地 102,687 千円 

  計 182,850 千円 

 

(２)担保に係る債務 

短期借入金 50,000   千円 

１年以内返済予定の長期借入金 50,004 千円 

長期借入金 99,988 千円 

  計 199,992 千円 

 

 

（株主資本等変動計算書に関する注記） 

１．当事業年度末における発行済株式の種類及び総数 

普通株式 1,920,000 株 

 

２．配当に関する事項 

(１）配当金支払額 

決議 株式の種類 

配当金 

の総額 

(千円) 

１株当たり 

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2022年11月26日 

定時株主総会 
普通株式 28,800 15.00 2022年８月31日 2022年11月28日 

 

(２)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

決議 
株式の 

種類 

配当の 

原資 

配当金 

の総額 

(千円) 

１株当

たり 

配当額 

(円) 

基準日 効力発生日 

2023年11月25日 

定時株主総会 

普通 

株式 

利益 

剰余金 
38,400 20.00 2023年８月31日 2023年11月27日 
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（税効果会計に関する注記） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

繰延税金資産   

未払事業税 747 千円 

賞与引当金 10,860 千円 

退職給付引当金 8,809 千円 

資産除去債務 57,889 千円 

減損損失 8,331 千円 

その他 3,352 千円 

繰延税金資産小計 89,990 千円 

評価性引当額 △67,201 千円 

繰延税金資産合計 22,789 千円 

繰延税金負債   

特別償却準備金 △8,987 千円 

資産除去債務に対応する除去費用 △38,691 千円 

移転補償金 △62,245 千円 

繰延税金負債合計 △109,923 千円 

繰延税金資産の純額 △87,134 千円 

 

 

（金融商品に関する注記） 

  １．金融商品の状況に関する事項 

  (１)金融商品に対する取組方針 

当社は、主に農業資材販売事業及び食料品販売事業を行うための事業計画に照らして必

要な資金を、主に銀行等金融機関からの借入により調達しております。資金運用について

は短期的な預金等に限定し、デリバティブ取引に関しては行わない方針であります。 

 

(２)金融商品の内容及びそのリスク 

借入金は、主に農業資材販売事業及び食料品販売事業における運転資金であり、社債は、

運転資金であります。借入金の一部は、金利変動リスクに晒されております。 

 

(３)金融商品に係るリスク管理体制 

①信用リスクの管理 

売掛金等については、経常的に発生しており、担当者が、所定の手続きに従い、債権

回収の状況を定期的にモニタリングし、回収遅延の早期把握や回収リスクの軽減を図っ

ております。 

特に金額等の重要性が高い取引については、取締役会において、取引実行の決定や回

収状況の報告などを行います。 

②市場リスクの管理 

金利変動リスクについては、借入金に係る支払金利の変動リスクを抑制するために、

金融機関より金融商品に関する情報を収集し、定期的に借入先及び契約内容の見直しを

実施しております。 

③資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実行できなくなるリスク）の管理 

当社は、各部署からの報告に基づき管理本部が適時に資金繰り計画を作成・更新する

とともに、手許流動性の維持等により、流動性リスクを管理しております。 
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(４)金融商品の時価等に関する事項についての補足説明 

金融商品の時価においては変動要因を織り込んでいるため、異なる前提条件等を採用す

ることにより、当該価額が変動することがあります。 

 

２．金融商品の時価等に関する事項 

   貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。 

 

 貸借対照表 

 計上額 

（千円） 

時価 

（千円） 

差額 

（千円） 

(１)社債(１年以内償還予定を含む) 390,000 391,435  1,435 

(２)長期借入金(１年以内返済予定を含む) 2,025,311 1,982,923 △42,387 

負債計 2,415,311 2,374,358 △40,952 

（注）１．「現金及び預金」については、現金であること、及び預金は短期間で決済されるため時価が帳簿価額

に近似するものであることから、記載を省略しております。 

２．「売掛金」、「電子記録債務」、「買掛金」、「短期借入金」については、短期間で決済されるため

時価が帳簿価額に近似するものであることから、記載を省略しております。 

 

（注１）金銭債権の決算日後の償還予定額 

 １年以内 

（千円） 

１年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

10年以内 

（千円） 

10年超 

（千円） 

現金及び預金 1,090,567 ― ― ― 

合計 1,090,567 ―  ― ― 

 

（注２）社債及び長期借入金の決算日後の返済予定額 

 １年以内 

（千円） 

１年超 

２年以内 

（千円） 

２年超 

３年以内 

（千円） 

３年超 

４年以内 

（千円） 

４年超 

５年以内 

（千円） 

５年超 

（千円） 

社債 148,000 242,000 ― ― ―  ― 

長期借入金 499,260 499,260 440,886 317,278 172,208 96,419 

合計 647,260 741,260 440,886 317,278 172,208 96,419 

 

３．金融商品の時価のレベルごとの内訳等に関する事項 

金融商品の時価を、時価の算定に係るインプットの観察可能性及び重要性に応じて、以

下の３つのレベルに分類しております。 

   レベル１の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、活発な市場において形

成される当該時価の算定対象となる資産又は負債に関する相場価格によ

り算定した時価 

レベル２の時価：観察可能な時価の算定に係るインプットのうち、レベル１のインプット

以外の時価の算定に係るインプットを用いて算定した時価 

   レベル３の時価：観察できない時価の算定に係るインプットを使用して算定した時価 

時価の算定に重要な影響を与えるインプットを複数使用している場合には、それらのイ

ンプットがそれぞれの属するレベルのうち、時間の算定における優先順位が最も低いレベ

ルに時価を分類しております。 

 

  （１）時価で貸借対照表に計上している金融商品 

      該当事項はありません。 
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（２）時価で貸借対照表に計上している金融商品以外の金融商品 

区分 
時価（千円） 

レベル１ レベル２ レベル３ 合計 

(１)社債(１年以内償還予定を含む) ― 391,435 ― 391,435 

(２)長期借入金(１年以内返済予定を含む) ― 1,982,923 ― 1,982,923 

負債計 ― 2,374,358 ― 2,374,358 

 

（注）時価の算定に用いた評価技法及び時価の算定に係るインプットの説明 

（１）社債（１年以内償還予定を含む） 

社債の時価は、元利金の合計額を当該社債の残存期間及び信用リスクを加味した利

率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に分類して

おります。 

（２）長期借入金（１年以内返済予定を含む） 

長期借入金の時価は、元利金の合計額を当該借入金の残存期間及び信用リスクを加

味した利率で割り引いた現在価値により算定しており、その時価をレベル２の時価に

分類しております。 

 

 

（１株当たり情報に関する注記） 

 １株当たり純資産額 402円09銭 

 １株当たり当期純利益  129円91銭 
（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益については、潜在株式が存在しないため記載しており 

ません。 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は、以下の通りであります。 

 

 

（重要な後発事象に関する注記） 

   該当事項はありません。 

 


